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○南相馬市水産業共同利用施設設置条例施行規則 

平成２６年６月３０日 

規則第２１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市水産業共同利用施設設置条例（平成２６年南相馬市条例第２

２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用許可の申請等） 

第２条 条例第６条第１項の規定により、水産業共同利用施設（以下「施設」という）の利

用許可を受けようとする者は、事前に水産業共同利用施設（施設・設備器具）利用許可申

請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を指定管理者（地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に提出し

なければならない。 

２ 前項の申請書は、利用しようとする日の３月前から受け付けるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合で、施設の運営上支障が

ないと指定管理者が認めたときは、前項に定める期間の前においても利用の申請をするこ

とができる。 

(1) 市又は指定管理者が、主催又は共催する事業で利用するとき。 

(2) 市又は指定管理者が、修繕、保守点検等で利用するとき。 

(3) その他指定管理者が特に必要と認めるとき。 

（利用許可書の交付） 

第３条 指定管理者は、前条の規定による申請書の提出があった場合において、その利用を

許可するときは、水産業共同利用施設（施設・設備器具）利用許可書（様式第２号）を交

付し、許可しないときはその旨を申請者に通知するものとする。 

（利用許可の順序） 

第４条 施設の利用許可は、申請書が受理された順序によるものとする。ただし、指定管理

者が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

（利用の取消し又は変更の手続き） 

第５条 施設の利用許可を受けた者（以下「利用者」という。）が、その利用を取り消し、

又は変更しようとするときは、遅滞なく水産業共同利用施設（施設・設備器具）利用（取

消し・変更）申請書（様式第３号）を指定管理者に提出しなければならない。ただし、利

用の取消し又は変更の申し込みは、原則として利用しようとする日の２日前までにしなけ

ればならない。 

２ 指定管理者は、前項の申請を承認したときは、水産業共同利用施設（施設・設備器具）

利用（取消し・変更）承認書（様式第４号）を交付するものとする。 

（利用許可の取消し等） 

第６条 指定管理者は、条例第８条第１項の規定により、利用の許可を取消し、又は利用を

制限し、若しくは停止するときは、水産業共同利用施設（施設・設備器具）利用（取消・

制限・停止）決定書（様式第５号）により通知するものとする。 
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（利用料金の納入） 

第７条 条例第２３条の利用料金は、利用する前日、年度単位で許可するものにあっては利

用を開始する年度の４月末日、年度単位で許可するもののうち年度途中から利用を開始す

るものにあっては納入通知書を発する日から１４日以内の日までに納入しなければならな

い。利用許可を受けた後に利用の内容を変更し、利用料金を追加納入する場合も同様とす

る。 

（利用料金の返還） 

第８条 条例第２５条ただし書の規定により、利用料金を返還する場合は、次の各号に掲げ

る場合とし、返還する額はそれぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 指定管理者において施設の管理上必要が生じたことにより利用の許可を取り消した

とき 既納の利用料金の全額 

(2) 利用者の責めによらない理由により施設を利用できないとき 指定管理者が市長と

協議して定める額 

(3) 利用開始の日前１０日までに利用の取り消しについて届け出があったとき 全額 

(4) 利用開始の日前１０日までに許可事項の変更の申請があり、指定管理者の許可を受け

たとき 変更部分に相当する額 

２ 前項の規定により、利用料金の返還を受けようとする者は、水産業共同利用施設利用料

金返還申請書（様式第６号）を指定管理者に提出しなければならない。 

（損傷等の届出） 

第９条 利用者は、施設又は設備器具（次条において「施設等」という。）を損傷し、若し

くは滅失したときは、直ちにその旨を指定管理者に届け出て、指示を受けなければならな

い。 

（利用時間及び利用後の整理） 

第１０条 施設の利用時間には、準備及び後片付け時間を含むものとし、利用者は、施設の

利用を終了したときは、速やかに清掃を行い、施設等を原状に回復しなければならない。 

（指定管理者の立入り） 

第１１条 利用者は、指定管理者が管理上の必要により立ち入りを要求したときは、これを

拒むことができない。 

（公募に明示する事項） 

第１２条 市長は、条例第１４条の規定により指定管理者の公募を行う場合は、次に掲げる

事項をあらかじめ明示するものとする。 

(1) 施設の概要 

(2) 指定管理者が行う管理の基準 

(3) 指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容 

(4) 指定の期間 

(5) 利用料金に関する事項 

(6) 市が支払うべき管理の費用（以下「指定管理料」という。）に関する事項 

(7) 申請者の資格要件 
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(8) 申請方法及び選定の基準 

(9) その他市長が必要と認める事項 

（指定申請書の提出等） 

第１３条 条例第１６条第１項の規定により指定管理者の指定を受けようとする団体は、指

定管理者指定申請書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1) 管理業務に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款、規約その他これらに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 団体の経営状況等を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第１４条 市長は、条例第１６条第２項の規定により、指定管理者の候補者を選定したとき

は、速やかに選定結果を申請団体に通知しなければならない。 

（協定書に定める事項） 

第１５条 条例第１９条の規定により協定で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 施設の管理に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 指定管理料に関する事項 

(5) 事業報告に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) 管理の業務に関し知り得た個人情報の取扱いに関する事項 

(8) 管理の業務に関し保有する情報の公開に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（市長による管理） 

第１６条 第２条から第９条まで及び第１１条並びに様式第１号から様式第６号までの規定

は、指定管理者に代わって、市長が施設の管理を行う必要が生じた場合について準用する。

この場合において、これらの規定中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第２条第１項

中「指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者をいう。以下同じ。）」とあるのは「市長」と、同条第３項第１号及び第２

号を除く同条第３項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、同項第１号及び第２号中「市

又は指定管理者」とあるのは「市」と、第３条から第６条まで中「指定管理者」とあるの

は「市長」と、第８条第１項第２号を除く第８条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、

同条第１項第２号中「指定管理者が市長と協議して」とあるのは「市長が」と、第９条及

び第１１条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第１号中「水産業共同利用施設

（施設・設備器具）利用許可申請書」とあるのは「水産業共同利用施設（施設・設備器具）

使用許可申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第２号中「水産業共同
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利用施設（施設・設備器具）利用許可書」とあるのは「水産業共同利用施設（施設・設備

器具）使用許可書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第３号中「水産業共

同利用施設（施設・設備器具）利用（取消し・変更）申請書」とあるのは「水産業共同利

用施設（施設・設備器具）使用（取消し・変更）申請書」と、「指定管理者」とあるのは

「市長」と、様式第４号中「水産業共同利用施設（施設・設備器具）利用（取消し・変更）

承認書」とあるのは「水産業共同利用施設（施設・設備器具）使用（取消し・変更）承認

書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第５号中「水産業共同利用施設（施

設・設備器具）利用（取消・制限・停止）決定書」とあるのは「水産業共同利用施設（施

設・設備器具）使用（取消・制限・停止）決定書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」

と、様式第６号中「水産業共同利用施設利用料金返還申請書」とあるのは「水産業共同利

用施設使用料返還申請書」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と読み替えるものとす

る。 

（その他） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日規則第１７号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条及び次項の規定は公布の日から、第２条の規定は平成２７年９月１日

から施行する。 

（準備行為） 

２ 南相馬市水産業共同利用施設設置条例の一部を改正する条例（平成２７年南相馬市条例

第１３号。以下「条例」という。）附則第２項の規定により条例の施行前に行われる準備

行為は、改正後の南相馬市水産業共同利用施設設置条例施行規則の規定により行うことが

できる。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第５１号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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